
日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン

　

日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構（
以
下
、「
原
子
力
機

構
」
と
い
う
）は
、
原
子
力
に
関
す
る
我
が
国
唯
一

の
総
合
的
な
研
究
開
発
機
関
と
し
て
、
こ
れ
ま
で
福

島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
へ
の
対
応
、
原
子
力
の

安
全
性
向
上
、
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
・
高
速
炉
の
研
究

開
発
、
放
射
性
廃
棄
物
処
理
・
処
分
等
の
様
々
な
分

野
の
研
究
開
発
に
取
り
組
ん
で
き
て
い
る
。
２
０
１

９
年
10
月
に
は
、
２
０
５
０
年
の
将
来
社
会
を
見
据

え
、
何
を
目
指
し
、
そ
の
た
め
に
何
を
す
べ
き
か
と

い
う
研
究
開
発
の
方
向
性
を
、
原
子
力
機
構
の
将
来

ビ
ジ
ョ
ン
「JA

EA
 2050 +

」
と
し
て
策
定
・
公

表
し
た
。
本
ビ
ジ
ョ
ン
で
は
、「
気
候
変
動
問
題
の

解
決
」、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
確
保
」
お
よ
び
「
未

来
社
会（Society 5.0

）の
実
現
」
に
貢
献
す
べ
く
、

原
子
力
科
学
技
術
に
よ
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
を

目
指
し
た〝
新
原
子
力
〟と
称
す
る
取
り
組
み
を
推
進

し
て
い
く
こ
と
を
掲
げ
、「
革
新
的
原
子
炉
シ
ス
テ

ム
の
探
求
」
を
は
じ
め
と
す
る
６
つ
の
研
究
テ
ー
マ
（
注
１
）

に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、政
府
は
２
０
２
０
年
10
月
に「
２
０
５
０
年

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
」
を
表
明
し
、
さ
ら
に
２

０
２
１
年
４
月
16
日
に
開
催
さ
れ
た
日
米
首
脳
会
談

の
共
同
声
明
の
別
添
文
書（「
野
心
、
脱
炭
素
化
及
び

ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
す
る
日
米
気
候
パ
ー
ト

ナ
ー
シ
ッ
プ
」）に
お
い
て
は
、日
米
が「
革
新
原
子
力

（A
dvanced N

uclear Pow
er

）」
も
含
む
ク
リ
ー

ン
技
術
に
関
す
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
協
力
を
強
化
す

る
こ
と
等
が
明
記
さ
れ
た
。

　

本
稿
で
は
、
最
近
国
内
外
で
関
心
を
集
め
る
革
新

的
原
子
炉
シ
ス
テ
ム
に
関
わ
る
研
究
開
発
を
中
心
に
、

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
た
原

子
力
機
構
の
取
り
組
み
を
紹
介
す
る
。

原
子
力
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
取
り
組
み

　

世
界
各
国
で
は
、
原
子
力
の
抱
え
る
様
々
な
課
題

の
解
決
を
目
指
し
、
優
れ
た
安
全
性
、
経
済
性
、
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
の
高
い
親
和
性
等
を
有
す
る

革
新
的
原
子
炉
シ
ス
テ
ム
と
し
て
の
Ｓ
Ｍ
Ｒ（
小
型

モ
ジ
ュ
ラ
ー
炉
）の
実
用
化
に
向
け
た
取
り
組
み
が

加
速
し
て
い
る
。
我
が
国
で
は
、
民
間
で
の
原
子
力

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
支
援
す
る
経
済
産
業
省
お
よ
び

文
部
科
学
省
の
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｉ
Ｐ（N

uclear Energy 

× 
Innovation Prom

otion

）イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
事
業
の

も
と
、
様
々
な
形
式（
軽
水
炉
、
高
温
ガ
ス
炉
、
高

速
炉
お
よ
び
溶
融
塩
炉
）の
Ｓ
Ｍ
Ｒ
の
フ
ィ
ー
ジ
ビ

リ
テ
ィ
ス
タ
デ
ィ
ー
が
進
行
中
で
あ
る
。
原
子
力
機

構
は
、
保
有
す
る
技
術
基
盤
を
提
供
し
活
用
い
た
だ

く
こ
と
で
、
民
間
の
原
子
力
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出

を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
高
温
ガ
ス
炉
と
高
速
炉
の

分
野
で
は
、
自
ら
研
究
開
発
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　

代
表
的
な
Ｓ
Ｍ
Ｒ
の
形
式
で
あ
る
高
温
ガ
ス
炉
は
、

炉
心
溶
融
や
水
素
爆
発
を
起
こ
さ
な
い
な
ど
優
れ
た

安
全
性
を
有
し
、
高
温
熱
供
給
に
よ
る
水
素
製
造
、

発
電
、
海
水
淡
水
化
等
、
幅
広
い
熱
利
用
が
可
能
で
、

優
れ
た
経
済
性
を
有
し
て
い
る
。
特
に
、
水
素
利
用

な
ど
発
電
以
外
の
分
野
で
の
Ｃ
Ｏ
２
削
減
へ
の
貢
献

が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
優
れ
た
特
徴
を

有
す
る
こ
と
か
ら
、
日
本
以
外
で
も
、
中
国
、
米
国
、

仏
国
、
英
国
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
等
で
実
用
化
に
向
け
た

計
画
が
進
ん
で
い
る
。
原
子
力
機
構
で
は
、
高
温
工

学
試
験
研
究
炉（
Ｈ
Ｔ
Ｔ
Ｒ
）を
用
い
て
世
界
で
初
め

日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構
理
事
長

児こだま
玉
敏としお
雄

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
た

原
子
力
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
取
り
組
み

（注１）将来ビジョンの６つのテーマ：「安全の追求」、「革新的原子炉システムの追求」、「放
射性物質のコントロール」、「デコミッショニング改革」、「高度化・スピンオフ」、「新知
見の創出」 322021・6
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め
に
は
、
原
子
力
が
抱
え
る
様
々
な
課
題
に
対
し
て

技
術
的
解
決
策
を
提
案
し
、
社
会
実
装
を
進
め
る
必

要
が
あ
る
。
具
体
的
に
は
、「
安
全
の
追
求
」（
事
故

耐
性
燃
料
の
開
発
、
原
子
炉
材
料
の
経
年
劣
化
に
関

す
る
研
究
等
）、「
放
射
性
物
質
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
」

（
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
を
含
む
原
子
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
供

給
シ
ス
テ
ム
の
構
築
や
、
放
射
性
廃
棄
物
の
減
容
・

有
害
度
低
減
、
地
層
処
分
技
術
に
関
す
る
研
究
開
発

等
）お
よ
び
「
デ
コ
ミ
ッ
シ
ョ
ニ
ン
グ
改
革
」（
最
先

端
技
術
を
取
り
入
れ
た
安
全
・
迅
速
・
効
率
的
な
廃

止
措
置
）と
い
っ
た
取
り
組
み
を
着
実
に
進
め
る
こ

と
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
原
子
力
科
学
技
術
は
、
原
子
力
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
源
と
し
て
の
利
用
だ
け
で
な
く
、
原
子
力
以
外

の
分
野
と
の
融
合
に
よ
り
、
幅
広
い
展
開
の
可
能
性

を
秘
め
て
い
る
。
今
後
、
環
境
、
医
療
、
食
料
、
材

料
開
発
等
の
分
野
へ
原
子
力
機
構
の
有
す
る
シ
ー
ズ

を
産
業
界
と
連
携
し
て
「
高
度
化
・
ス
ピ
ン
オ
フ
（
注
２
）」

さ
せ
る
こ
と
や
、「
新
知
見
の
創
出
」
へ
の
取
り
組

み
を
強
化
し
、
未
来
社
会（Society 5.0

）の
実
現
に

向
け
て
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
を
加
速
し
て
い
く
。

　

以
上
の
取
り
組
み
に
当
た
っ
て
は
、
国
内
外
の
産

業
界
・
大
学
・
研
究
機
関
と
の
連
携
を
よ
り
一
層
強

化
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
、
引
き
続
き
様
々
な
セ
ク

タ
ー
や
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の
対
話
、
多
様
な
分

野
と
の
協
働
を
進
め
、
原
子
力
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の

い
わ
ば
「
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」
と
し
て
の
役
割
を

目
指
し
て
い
く
。
ま
た
、
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ

ュ
ー
ト
ラ
ル
に
原
子
力
が
貢
献
す
る
た
め
に
は
、
原

子
力
に
対
す
る
国
民
の
信
頼
を
積
み
重
ね
て
い
く
こ

と
が
大
前
提
で
あ
り
、
原
子
力
機
構
と
し
て
も
立
地

地
域
や
国
民
社
会
へ
の
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
活
動
等
に
積

極
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
。

（注２）スピンオフ：特定の分野で開発された技術を他分野へと応用すること

ガ
ス
炉
の
国
産
技
術
を
輸
出
し
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
英

国
な
ど
で
の
実
証
炉
建
設
を
目
的
と
し
た
国
際
協
力

に
も
力
を
入
れ
て
い
る
。

　

軽
水
炉
使
用
済
み
燃
料
に
含
ま
れ
る
プ
ル
ト
ニ
ウ

ム
を
柔
軟
に
利
用
し
、
廃
棄
物
減
容
に
効
果
を
期
待

で
き
る
高
速
炉
Ｓ
Ｍ
Ｒ
は
、
小
型
の
炉
心
を
活
か
し

た
安
全
性
と
、
高
い
運
転
温
度（
５
０
０
℃
～
）を
利

用
し
て
蓄
熱
技
術
等
と
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
に
よ
る

機
動
性（
市
場
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
た
電
力
供
給
）が
特

て
９
５
０
℃
の
連
続
運
転
を
達
成
し
、
既
に
実
用
化

に
必
要
な
最
先
端
の
原
子
炉
技
術
を
確
立
し
て
い
る
。

Ｈ
Ｔ
Ｔ
Ｒ
に
関
し
て
は
、
近
く
運
転
を
再
開
し
、
国

際
共
同
に
よ
る
安
全
性
実
証
試
験
や
「
２
０
５
０
年

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
伴
う
グ
リ
ー
ン
成
長
戦

略
」
に
盛
り
込
ま
れ
た
水
素
製
造
技
術
の
開
発
に
取

り
組
み
、
高
温
ガ
ス
炉
を
用
い
た
水
素
製
造
に
よ
り
、

カ
ー
ボ
ン
フ
リ
ー
な
水
素
還
元
製
鉄
の
実
現
に
貢
献

す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
ま
た
、
高
度
な
高
温

徴
で
あ
る
。
炉
心
の
固
有
の
安
全
性

を
強
化
す
る
こ
と
で
、
事
故
時
に
万

が
一
、
制
御
棒
が
挿
入
さ
れ
な
い
状

況
で
も
自
然
に
出
力
が
下
が
り
、
自

然
循
環
冷
却
等
に
よ
り
事
故
を
自
然

に
収
束
さ
せ
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。

ま
た
、
蓄
熱
技
術
と
の
組
み
合
わ
せ

に
よ
り
、
電
力
価
格
が
高
い
時
間
帯

に
多
く
発
電
す
る
こ
と
に
よ
り
経
済

性
も
向
上
さ
せ
る
こ
と
が
可
能
で
あ

る
。
原
子
力
機
構
で
は
、
高
速
実
験

炉
「
常
陽
」
の
運
転
再
開
を
目
指
す

と
と
も
に
、
高
速
炉
Ｓ
Ｍ
Ｒ
に
よ
る

安
全
性
向
上
と
蓄
熱
技
術
に
よ
り
電

力
を
柔
軟
に
供
給
す
る
こ
と
で
、
変

動
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
拡

大
に
よ
る
脱
炭
素
化
と
電
力
網
の
信

頼
性
向
上
に
貢
献
で
き
る
技
術
の
開

発
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

技
術
的
な
課
題
解
決
策
を

提
案
し
社
会
実
装
を
進
め
る

　

革
新
的
原
子
炉
シ
ス
テ
ム
の
開
発

以
外
に
、
社
会
に
貢
献
し
続
け
る
た

高速炉SMR 高温ガス炉

○  大型炉との経済性競合を目的として物量低
減を追求（１ループ、炉内燃料貯蔵等）。

○  閉サイクルによりウラン資源によらず燃料
サイクルの持続可能性を達成。

○  マイナーアクチニド含有燃料により環境負
荷低減を達成。

○  高い固有の安全性により、事故時において
炉心溶融せず、自然放熱により冷却。

○  HTTRにより技術基盤が完成。高い技術成
熟度。

○  発電のみならず高温を生かした多用途熱源。

ナトリウム冷却小型炉

項目 仕様
炉心燃料 MOXまたは金属燃料
出力 714MWt ／ 300MWe

原子炉型式 ループ型（１ループ）
１次冷却系温度 550／395℃
２次冷却系温度 520／335℃

バッチ数／運転サイクル ４バッチ／24か月
平均燃焼度 80GWd/t

高温ガス炉コジェネプラント

項目 仕様
炉心燃料 被覆粒子燃料（UO2）

出力
600MWt ／202MWe
水素製造 1.9-2.4t/h

原子炉型式 ブロック型
１次冷却系温度 950／594℃
２次冷却系温度 900／475℃

バッチ数／運転サイクル ２バッチ／18か月
平均燃焼度 120GWd/t

蒸気発生器
（単管ヘリカル）

原子炉容器発電効率：42%
発電効率：約50%
熱利用率：約80%

水素製造施設

高温ガス炉

ガスタービン

図表　SMR（小型モジュラー炉）の概要
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